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　『陸域環境研究センター報告　第 12号』をお届け
します．本号では，新たな試みとして，前年度の研
究教育活動の一部を口絵写真で紹介いたします．お
楽しみいただければ幸いです．本号でとりまとめを
行った平成 22年度は，第三期中期計画が始動する
とともに，2件の研究プロジェクトがそれぞれ最終
年度・初年度を迎え，センターの主力プロジェクト
が入れ替わる節目の年でした．年度の終わりには，
東日本大震災を経験し，築後 30年を超えるセンター
の施設も多少の被害を受けました．
　第三期中期計画では，「陸域および流域における
水・物質・エネルギー循環に関する基礎研究および
土壌・植生・大気間の水・エネルギーフラックスと
二酸化炭素などの物質交換に関する観測および研究
を実施する」，「気候変動に関わる研究として，中部
山岳地域の環境変動やアジア大陸における陸面過程
に関する研究を推進する」の二点を重点施策として
制定しました．平成 22年度は，この中期計画に沿っ
てセンターの特色を生かした基礎教育・研究を推進
するとともに，外部資金等による国内外共同研究・
国際連携事業を推進してきました．　
　教育に関しては，学群生 9名，院生 15名がセン
ターを利用して，卒業論文・修士論文・博士論文を
作成しました．また高大連携の一環として 14件の
高校生対象の体験学習に加えて，国内外の研究者や
大学院生，市民など数多くのセンター見学者を受け
入れて，環境研究の啓蒙に努めました．さらに，つ
くば市との協同で小中学生を対象とする「次世代環
境教育」を企画し，開発した環境教育プログラムを
市内の 6校で実践いたしました．
　研究面においては，概算要求事項特別教育研究経
費による「地球温暖化に伴う植生の変化が地下水涵
養機構に与える影響に関する研究」の最終年度とし
て，同位体分析技術を導入し，数値モデルと分析技
術の融合する研究を重点的に推進しました．平成 22
年 7月には，アジア太平洋地球変動研究ネットワー
クの支援により，中国北京において「アジア乾燥地
における陸面モデル相互比較プロジェクト」のキッ
クオフ・ミーティングを開催し，日米中韓等による
国際連携プロジェクトが始動しました．また，平成
23年 3月 11日のセンター年次報告会では「アジア
永久凍土帯における温暖化と地下水循環系変動」と
題するミニシンポジウムを実施し，今後の研究展開
について議論する予定でしたが，開催中に大震災が
発生し，中止を余儀なくされたのが心残りとなりま
した．
　また，平成 22 年度の概算要求事項「特別経費」
として「地球環境再生プログラム－中部山岳地域の
環境変動の解明から環境資源再生をめざす大学間
連携事業－」が始動しました．本事業では，菅平高
原実験センターおよび農林技術センターとの学内連
携，筑波・信州・岐阜の 3大学の大学間連携による
学際的研究を 5年計画（～平成 26年度）で実行し
ます．初年度は，3大学合同で運営委員会（4月），
キックオフ・ミーティング（6月），フィールド研究
会（10月），年次報告会（12月）を開催するととも
に，中部山岳における積雪や水の同位体の分布，お
よび岩盤破壊・崩壊・河川侵食等の地形プロセスに
関する大学間共同研究やセンター独自の研究を立ち
上げました．
　センターのスタッフの勉強会と学内外との研究交
流を目的とする「センターセミナー」も計 9回実施
しました．最近着任した教員・研究員による話題提
供のほか，最前線で活躍する若手研究者を招いて，
大気・水・地形・生態等の広い分野にわたる話題提
供をいただきました．
　人事面では，松岡憲知センター長が 4月 1日付け，
仲澤美智男専門職員の異動に伴い松田由男専門職員
が 7月 1日付け，地球環境再生プログラムを担当す
る脇山義史研究員が 9月 1日付けで着任しました．
また，浅沼　順准教授が 10月 1日付けで教授に昇
任しました．施設面では，老朽化した建物や施設の
修理や改善，スタッフや学生，大型機器の増加に
よって手狭になった研究スペースの整備，建物のセ
キュリティの強化に重点的に取り組みました．
　今後も，陸域環境研究センターとしての中長期の
将来構想を明確に定めて，教育研究活動をなお一層
推進する所存です．関係各位には，さらなるご指導
ご助言を賜れば幸いです．
平成 23年 11月　　　　　　　　　　　　　
陸域環境研究センター長　松　岡　憲　知　
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